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研究長期ビジョンの見直しについて
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たな知見，技術等を考慮して継続的に見直す必

要がある。そこで，研究所では平成 21 年 4 月

研究企画統括を委員長とする長期ビジョン検討

委員会を設置し，その見直しを行うことになっ

た。委員会は，見直しに際して最近の社会状況

変化と課題，研究所で得られた新たな知見，開

発／導入された技術等の調査・確認及びそれら

に基づく具体的研究課題や短・中・長期目標を

提示することにした。 
 
３．２ 最近の社会状況変化と課題 
(1)羽田，成田空港の拡張，それに伴う首都圏空

港への一極集中の進展 
 図 2 は羽田空港，大阪の空港（伊丹，関西空

港）及びその他の空港における 1978 年度から

2008年度まで 10年ごとの旅客数推移である[3]。
羽田空港を利用した旅客数と同空港のシェアは

1978 年度から継続的に増加している。これから，

航空交通の首都圏空港とその周辺空域への一極

集中が進んでいるといえる。 
(2)日本近隣諸国の交通量増加，それに伴う国際

線及び上空通過機の増加 
図３は，我が国国内線，国際線及び上空通過

機の飛行回数と増加率である[4]。増加率（1997
年を１とする）は上空通過機，国際線そして国

内線の順になっており，日本近隣諸国の交通増

大に伴う国際線及び我が国上空通過機の増加が

著しいことがわかる。なお，航空交通量は最近

日米オープンスカイ協定が締結されたことなど

から，更なる増大を見込む必要がある。 
(3)航空局の「将来の航空交通システムに関する

長期ビジョン」（CARATS）策定とそれに伴

う行政，社会ニーズの明白化 
(4)高速鉄道の整備進展とそれに伴う交通分野

での競争激化及び今後の交通分担変化 

 現在我が国の高速鉄道（新幹線）の旅客数は

国内航空の 3 倍程度でその増加率は新幹線の方

が大きい[5]。新幹線は路線延伸とさらなる高速

化が進みつつあり，その旅客数は今後さらに増

加する可能性がある。高速鉄道は航空の首都圏

一極集中による混雑や地球温暖化の緩和に寄与

しているとも考えられ，国内交通における航空

と高速鉄道との適切な競争と交通分担について

は今後検討が必要と考える。 
 
３．３ 研究所で得た新たな知見，開発／導入

された新技術 
(1)MLAT（マルチラテレーション）による空港

面の航空機走行データ 
我が国の主要空港では MLAT 運用によって

空港面の航空機，車両等の走行状況が精度良く

かつ高いデータ更新率で観測できるようになっ

た[6]。研究所ではこのデータをもとに空港面内

の交通分析を行っており，今後ボトルネック対

策や交通予測，ひいては空港面内の混雑緩和に

貢献する研究の実施が可能となった。 
(2)航空機の動態情報取得機能（DAPS）を有す

る SSR モード S の開発 
動態情報取得機能を有する SSR モード S を

用いると，機上 FMS の飛行予定情報（動態情

報）が地上にダウンリンクされ，空地で共有で

きるようになる。これを利用することで軌道予

測精度が大幅に向上し，トラジェクトリ運航に

係わる研究の促進が容易となった[7]。 
(3)航空用周波数帯域における電波環境データ 

研究所では航空用無線周波数帯域の電波を

高速，高精度で測定する装置を開発し，主要空

域の電波環境データを収集した[8]。これにより，

今後空地データリンクの高速化，監視機能高度

図 2 日本の主要空港の旅客数推移 
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４．改訂版研究ロードマップ 
図 4 は新たな長期ビジョンに基づく研究ロー

ドマップである。このロードマップでは，2022
年までに実施するべき研究開発と期待される代

表的効果について，「飛行中の運航高度化」（航

空路の容量拡大），「空港付近での運航高度化」

（混雑空港の処理容量拡大）そして「空地を結

ぶ技術，安全性向上技術」（安全で効率的な運航

の実現）の三分野に大別している。 
まず「飛行中の運航高度化」では，主に航空

路の容量拡大，運航効率向上，定時性向上等を

めざし，効率的飛行経路設定，高精度軌道予測

及び ATM パフォーマンス分析に基づくボトル

ネック抽出等の研究を行う。「空港付近での運

航高度化」は，空港付近及び空港面での容量拡

大，混雑低減及び騒音低減等を図るため，GBAS
等衛星航法システムの導入，曲線進入方式の設

定及び空港面交通流分析に基づくボトルネック

抽出等に係わる研究である。「空地を結ぶ技術，

安全性向上技術」とは，空地の情報共有，協調

的意志決定等のための空地データリンクや高度

監視技術，それらの基礎となる電波伝搬，混信

等の研究及び安全性向上のためのヒューマンフ

ァクタ等に係わる研究である。 
この研究ロードマップは，2008 年版のそれと

比較すると研究開発分野数は 5 から 3，研究課

題数は 16（平成 21 年度）から 12 となった。

また，ロードマップの右端部分に「定時性向上」

等期待できる効果を記載し，下部には各研究課

題の性格，主な目的等を「監視，通信関連」等

色分け表示した。さらに，研究の継続性を考慮

して研究課題間の関連や一つの成果を利用する

他の研究課題を示す追加説明図も作成した。 
新たな長期ビジョンでは，研究ロードマップ

と航空局の CARATS で提案している施策例と

の関連についても述べている。ロードマップに

含まれる研究課題は研究員数の制限等から限ら

れたものとなっており，CARATS で提示されて

いる「軌道ベース運用の実現」など 8 項目の変

革の方向性と約 35 の施策案すべてに応えるこ

とができるわけではないが，多くの施策推進に

貢献できるよう考慮されている。 
 
５． むすび 

最近の社会状況変化，新たに得られた知見，

技術等を反映するため，平成 20 年に作成した

研究長期ビジョンの見直しを行った。今回の見

直しでは，短・中及び長期的な研究目標の明白

化，重点化するべき研究課題の絞り込み，研究

課題間の関連性の明白化，そして我が国が直面

する課題への適切な対応等を重視した。今後こ

の改訂版長期ビジョンに基づき長期的視点に立

って研究，開発に取り組んでゆく。また，研究

所は今後アジア地域における ATM の中核的研

究機関をめざすことから，研究員が一つの課題

に長期的視点で取り組み，「研究力」の向上を果

たしやすい環境を作ることも考慮した。 
今回の研究長期ビジョンには含まれないが

今後の航空交通システム高度化のため必要と考

えられる研究，技術開発課題は数多い。これら

については，知見を有し研究開発を遂行しうる

世界の研究機関等との連携により対応し，要望

に応えられるよう努めたい。 
この研究長期ビジョンは，今後も必要に応じ

て見直しと軌道修正を行うこととしたい。 
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